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これ まで大学の語学教育 にお ける コミュニケー

シ ョン能力 の育成 問題 は,当 然 の ことなが ら語 学

教育 の分野 で論 じられて きた。 ところが 近年,こ

の問題 を教職課程 に密接 な問題 として捉 えねば な

らな くなった。それ は教育職員免許法改 正に起 因

してい る。

これ まで教 員免許取得の ために,免 許教科 に関

わ りな く,第66条 科 目と して,「 日本国憲法」「体

育」 の2科 目の履修が義務づ け られて きた。 この

第66条 科 目が2000年 度 の教育職員免 許法改正 に

際 して,「 日本 国憲法二単位,体 育二単位,外 国語

コミュニケー シ ョンニ単位及 び情報機器 の操作 二

単位」 と改め られたのだ。

この改正 に対応 して,各 大学 ではそれぞれの カ

リキュ ラム に即 した科 目を設定す るが,新 た な第

66条 科 目のため に科 目を新 設 した大学 は少 ない。

すで に多 くの大学で,必 修 あるいは選択 必修 科 目

と して語学科 目や コ ンピュー タの・基本 的科 目を設

けていたか ら,こ れ らのなかか ら,文 部 科学省の

行 政指導 過程 で明確 にな った条件 にあ う科 目で,

学生が一般 に履修で きる レベ ルの科 目を選び,第

66条 科 目として申請 した。

「外国語 コミュニケーシ ョン」科 目の条件 は,シ

ラバス におい て,授 業 内容 ・授業計 画の説明 とし

て 「会話」が明記 されている ことであ る。 もちろ

ん英語 に限 らず,大 学 開講 の全外 国語 を対象 とす

ることも可能 となった。

新免許法 に基づ く教職課程 カリキュラムが施行

されてすでに3年 が経 過 している。教職課程 とし

て は,各 分野 の担 当教員が その科 目領域の方針 に

したが って指導 した もの を第66条 科 目と して認定

す るだけなのだが,外 国語教 育 にお けるコ ミュニ

ケーシ ョン能力 の育成 について,ど の ように捉 え

るべ きなのか,ど の ような教 育方法が望 ま しい か

とい う問題 について,教 職課程 として考 えねばな

らな くなった。

今 年度は この ような問題意識 を持 って,ド イ ツ

語 に的 を絞 り,村 上祐子氏 と共 同研 究 を行 った。

村上氏 は研 究者 の両 親 の もとで ドイツに生 まれ,

一旦帰 国 した後
,再 び小 学校上学年 か ら大学 卒業

後 まで ドイッで生 活 し,帰 国後10年 間,大 学の ド

イツ語教育 に携 わ って きた実績 を持 つ。バイ リン

ガルの語学教員 と して,ド イツ語の 「コ ミュニケ

ーシ ョン」科 目を担当 しなが ら,前 述 の問題 につ

いて,授 業経験 を踏 まえ,実 践 的に考 え を深 めて

来 られた研 究者 であ る。授 業実践 や ドイ ッ語教 育

につ いて意見 を交換 しなが ら共 同研究 を進めて き

た。 この間の共同研 究の ま とめ として,村 上 氏の

執筆 による2論 文 を報告す る。

「大学 にお ける ドイッ語教育 の問題一 い わゆ る

『コ ミュニケーシ ョン』授業 をめ ぐって一」 は,語

学教育 の歴史的な展開 を踏 まえなが ら,一 般 の語

学教育,専 門教 育それぞ れにつ いて ドイ ツ文 化理

解 に裏 づけ られた語学力 の必要性 を述べ,コ ミュ

ニケー シ ョン能力育成の ための授業 方法 を具体的

に展開 している。

「ドイッ社会 をよりよ く理解す るため に一女性問

題 を中心 に して一 」では,先 の論文で触 れているコ

ミュニケーシ ョンの基盤 となる 口本 と ドイッの文化

の違い を具体的に論 じてい る。 ドイツの教育制度か

ら生活習慣 まで幅広 く言及 しなが ら,女 性の意識や

生 きる姿 勢の違いについて,鋭 く分析 している。

文部科学省 は,学 習指導 要領 において も 「国際

化」 「情報化」へ の対応 を重視 してお り,そ のよう

な人材 を育成す るための教員の素養 として第66条

科 目の2科 目を新 た に加 えたのであろ うが,文 部

科 学省が意図 した以上 の問題 の重 さに気づかせ て

くれる2論 文である。
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